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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３１年３月２７日（平成３１年（行個）諮問第５６号） 

答申日：令和元年１１月１５日（令和元年度（行個）答申第９１号） 

事件名：本人に係る「ハローワークシステム求職管理情報（一覧表示とその詳

細）」の利用不停止決定に関する件  

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「平成３０年特定日付け特定番号により通知のあったハローワークシス

テム求職管理情報（一覧表示とその詳細）のうち，特定所Ａ特定職員Ａ記

載のコメント欄」に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有個人情

報」という。）の利用停止請求につき，利用不停止とした決定は，妥当で

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）３６条１項の規定に基づく利用停止請求に対し，

平成３０年１１月７日付け大停第３０－１号により大阪労働局長（以下

「処分庁」という。）が行った利用不停止決定（以下「原処分」という。）

について，その取消しを求めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

ア 趣旨 

 原処分を変更し，利用停止頂ける様，裁決願います。 

   イ 理由 

     審査請求人が特定ハローワーク（以下，第２において「特定所」と

いう。）Ａを訪問した目的は，通達に基づいて特定所Ａから特定所

Ｂに対し「他所への紹介依頼（「個別求人開拓依頼」）」を行って

頂く，或いは，その催促です。が，しかし，特定職員Ａに拒否され，

説教や議論に発展しています。不快な気持ちでした。 

それまでの記載内容について，「あいかわらず」や「いきなり」等

幼稚な表現が散見致しますが，審査請求人としては，特定職員Ｂか

らご親切賜ったと今でも思っておりますし，その後任の特定職員Ｃ

に対しては，着任間もない頃の事と考えております。その後，特定
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職員Ｃをはじめ「信頼関係」の回復がなされている中での特定職員

Ａの対応です。 

①特定所Ｂの特定職員Ｄが通達を読まないとか，②（中略），③

（中略），④（中略）等々，これらはハローワーク内部の話です。

審査請求人の就職活動に全く関係ございません。むしろ迷惑してい

ます。 

これらの事から，本来記載すべき内容が記載されておらず，関係の

ない事ばかり記載されております。何卒，事情ご察しの上，利用停

止方宜しくお取り計らい願います。 

     なお，「研修」などとは，言っておりません。ねつ造もいい加減に

して頂きたい。 

 （２）意見書 

    意見につきましては，審査請求書の理由欄に記載したとおりです。 

    なお，原文を読む限りでは，特定所Ａの特定職員Ａは，職業相談を行

っておりません。当然，利用停止（削除）願います。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，平成３０年１０月３日付け（同月９日受付）で処分庁

に対し，法の規定に基づき本件対象保有個人情報の利用停止請求を行っ

た。 

（２）これに対して処分庁が利用不停止の原処分を行ったところ，審査請求

人はその取消しを求めて，平成３０年１２月１９日付け（同月２７日受

付）で本件審査請求を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求について，利用不停止とした原処分は妥当であると考える。 

３ 理由 

（１）本件対象保有個人情報の特定について 

 （略） 

（２）利用停止の要否について 

本件対象保有個人情報は，公共職業安定所（ハローワーク）の担当者

が審査請求人からの相談を受けた結果として適法に取得したものであり，

担当者が受け付けた相談内容等を記録するという利用目的の達成に必要

な範囲で保有している。当該利用目的以外の目的で利用又は提供してい

る事実もない。 

以上のとおり，本件利用停止請求については，法３６条１項１号の各

要件のいずれにも該当しないことから，利用停止請求に理由があるとは

認められない。 

（３）原処分の妥当性について 
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   本件利用不停止決定の経緯は，上記（２）のとおりであり，これにつ

いて不自然・不合理な点はなく，諮問庁としては，原処分は妥当である

と判断するものである。    

（４）審査請求人の主張について 

 審査請求人より審査請求の理由として提出された審査請求書の添付資

料の内容は，職業相談窓口に関する要望等であり，審査請求人の主張は，

本件利用不停止決定の結論に影響を及ぼすものではない。 

４ 結論 

以上のとおり，原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと

考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３１年３月２７日   諮問の受理 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年４月２６日      審査請求人から意見書を収受 

   ④ 令和元年１０月９日    審議 

   ⑤ 同年１１月１３日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件利用停止請求及び原処分について 

本件利用停止請求は，本件対象保有個人情報について，別紙の１及び２

に掲げるとおり，利用停止（消去）を求めるものであるところ，処分庁は，

本件対象保有個人情報は，法３８条に規定する「利用停止請求に理由があ

ると認めるとき」に該当するとは認められないとして，利用不停止とする

原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は本件対象保有個人情報の利用停止を求めてい

るが，諮問庁は原処分を妥当としていることから，以下，本件対象保有個

人情報の利用停止の要否について検討する。 

２ 利用停止の要否について 

（１）法３６条１項１号は，何人も，自己を本人とする保有個人情報が，こ

れを保有する行政機関により適法に取得されたものでないとき，法３条

２項の規定（利用目的の達成に必要な範囲を超えた個人情報の保有の禁

止）に違反して保有されているとき，又は法８条１項及び２項の規定

（目的外利用及び提供の制限）に違反して利用されているときには，当

該保有個人情報の利用の停止又は消去を請求することができる旨を規定

している。 

そして，法３８条は「行政機関の長は，利用停止請求があった場合 

において，当該利用停止請求に理由があると認めるときは，当該行政機

関における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度で，当
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該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしなければならない。」

と規定している。 

（２）本件対象保有個人情報の利用停止を求める理由について，審査請求

人は，審査請求書及び意見書（上記第２の２）において，別紙の１及

び２に掲げる部分の記載内容は，公共職業安定所内部の話で，審査請

求人の就職活動に全く関係ない等の主張をしている。 

（３）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し確認させたところ，公共職

業安定所では，その所掌事務である職業紹介等に対応するため，担当

者が求職相談等相談に応じた年月日，相談者の意向及び発言内容並び

にこれに対する担当者の対応等の必要な情報を，全国の公共職業安定

所が利用するハローワークシステムに求職管理情報として記録・保存

しており，本件文書は，相談者の一人である審査請求人に係る記録を

当該システムから出力したものである旨説明する。 

（４）そこで，当審査会において，諮問書に添付された本件対象保有個人

情報が記録された文書の写しを確認したところ，上記（３）の諮問庁

の説明のとおり，相談者である審査請求人の氏名及び求職番号の外，

審査請求人が大阪労働局管内の公共職業安定所に相談した年月日，相

談者である審査請求人の意向及び発言内容並びにこれに対する担当者

の対応等が記載されており，別紙の１及び２に掲げる部分には，審査

請求人の相談の際の発言内容等が記録されていることが認められる。

このため，本件対象保有個人情報は，大阪労働局において適法に取得

したものと認められる。 

（５）また，諮問庁は，理由説明書の記載（上記第３の３（２）)及び上記 

（３）のとおり，大阪労働局では，公共職業安定所の所掌事務である

職業紹介等に対応するために，本件対象保有個人情報をハローワーク

システムに記録・保存しているものであり，業務に必要な範囲で保有

及び利用している旨説明するところ，この説明に不自然，不合理な点

は認められず，また，これを覆すに足りる特段の事情も認められない。 

（６）以上のとおり，本件対象保有個人情報の利用停止請求については，

法３８条の「利用停止請求に理由があると認めるとき」には該当しな

いと認められる。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件利用不停止決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報の利用停止請求につき，利用不

停止とした決定については，法３８条の保有個人情報の利用停止をしなけ

ればならない場合に該当するとは認められないので，妥当であると判断し
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た。 

（第３部会） 

 委員 髙野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 
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別紙 本件利用停止請求の内容 

 １ 求職管理情報（一覧表示）（全８件）のＮｏ．１の「項目内容」欄の

記載を消去すること。 

 ２ 求職管理情報（一覧表示）（全８件）のＮｏ．１に対応する求職管理

情報（相談状況詳細表示）の「相談情報」の「コメント」欄の記載を消

去すること。 

 

 

 


